
新運賃制度による巾運賃の公示により、現行の届出運賃は法第９条の２第２号が準用する法第９条６項各号に該当

新公示運賃への届出を行わない事業者への対応（案）について 資料８

新 賃制度 巾 賃 り、現行 届 賃 法第 条 第 号 準用す 法第 条 項各号 該
する可能性があることから、新運賃の届出を行わない事業者に対し、原価計算書の提出を求めて審査を行い、必要
に応じて運賃の変更命令を発出することとする。

（一般乗合旅客自動車運送事業の運賃及び料金）
第九条 ６ 国土交通大臣は 第三項若しくは第四項の運賃等又は前項の運賃若しくは料金が次の各号（第三項又は第四項の運賃等にあつては 第二号又は第三号）の第九条 ６ 国土交通大臣は、第三項若しくは第四項の運賃等又は前項の運賃若しくは料金が次の各号（第三項又は第四項の運賃等にあつては、第二号又は第三号）の
いずれかに該当すると認めるときは、当該一般乗合旅客自動車運送事業者に対し、期限を定めてその運賃等又は運賃若しくは料金を変更すべきことを命ずることができる。
一 社会的経済的事情に照らして著しく不適切であり、旅客の利益を阻害するおそれがあるものであるとき。
二 特定の旅客に対し不当な差別的取扱いをするものであるとき。
三 他の一般旅客自動車運送事業者（一般旅客自動車運送事業を経営する者をいう。以下同じ。）との間に不当な競争を引き起こすおそれがあるものであるとき。
（一般貸切旅客自動車運送事業の運賃及び料金）
第九条の二 一般貸切旅客自動車運送事業を経営する者（以下「一般貸切旅客自動車運送事業者」という。）は、旅客の運賃及び料金を定め、あらかじめ、国土交通大
臣に届け出なければならない。これを変更しようとするときも同様とする。
２ 前条第六項の規定は、前項の運賃及び料金について準用する。この場合において、同条第六項中「当該一般乗合旅客自動車運送事業者」とあるのは、「当該一般貸
切旅客自動車運送事業者」と読み替えるものとする。
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